
 

   令和６年度平塚市福祉施設食材料費高騰対策補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、食材料費の物価高騰による影響を受けた福祉施設を運営する事業者

の事業継続及び当該福祉施設の利用者への安定した食事の提供を行うため、予算の範囲

内において、食材料費の一部を補助することについて、補助金等の交付に関する規則（昭

和５４年規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

 （補助対象） 

第２条 平塚市福祉施設食材料費高騰対策補助金（以下「補助金」という。）の交付を受け

ることができるものは、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 令和７年３月３１日に次のア、イ又はウのいずれかの法律に基づく指定、許認可

等を受けている事業所（別表の補助対象の欄に定めるものであって、市内にあるも

のに限る。）を有しているもの 

  ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

  イ 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

  ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号） 

（２） 市税の滞納がないもの 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が適切でないと認めるものは、補助金の交付を受ける

ことができない。 

 （補助対象からの排除） 

第３条 前条第１項の規定にかかわらず、市長は、平塚市暴力団排除条例（平成２３年条

例第９号。以下「暴力団排除条例」という。）第８条に規定する必要な措置として、次の

各号のいずれかに該当するものは、補助金の交付の対象としないものとする。 

（１） 暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団 

（２） 暴力団排除条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等 

（３） 法人格を持たない団体であって、代表者が暴力団排除条例第２条第４号に規定す

る暴力団員等に該当するもの 

２ 市長は、必要に応じて、第６条第１項の規定により補助金の交付を申請したもの又は



 

第７条の規定により補助金を交付する旨の通知を受けたもの（以下「補助該当者」とい

う。）が前項各号のいずれかに該当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行

うことができる。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費は、補助対象期間に第２条第１号に規定する事業所にお

いて使用した食材料費に要する費用とする。 

２ 前項の補助対象期間（以下「補助対象期間」という。）は、令和６年４月１日から令和

７年３月３１日までとする。ただし、令和６年４月２日以後に食事の提供を開始した事

業所にあっては、当該開始日から令和７年３月３１日までとする。 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、別表に掲げる区分に応じそれぞれ同表の１人当たり補助金額の欄

に掲げる補助金額に、令和７年３月３１日における利用者数を乗じて得た額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項ただし書に該当する事業所にあっては、前項の

規定により算定した額に、補助対象期間中のうち食事の提供を行う月数及び１２分の１

を乗じて得た額（１０円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）とする。 

 （補助金の交付申請等） 

第６条 補助金の交付を申請しようとするものは、平塚市福祉施設食材料費高騰対策補助

金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、令和７年５月３０日までに市

長に提出しなければならない。ただし、市長が特別の理由があるものと認めるときは、

令和７年６月３０日までに提出することができる。 

（１） 平塚市福祉施設食材料費高騰対策補助金誓約書（第２号様式） 

（２） 令和７年３月３１日における利用者数が分かる書類 

（３） 令和６年４月１日以後に、主に食材料費の物価高騰による影響を受けた食材料費

に係る利用者負担分の引上げを実施した事業所にあっては、その引上げ額が分かる

書類 

（４） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による補助金の交付の申請があった場合においては、規則第１１条第２項

の規定により同条第１項の規定による報告を省略するものとする。 

 （決定通知） 



 

第７条 市長は、補助金の交付を決定した場合には、平塚市福祉施設食材料費高騰対策補

助金交付決定通知書（第３号様式）により、前条第１項の規定により補助金の交付を申

請したものに通知するものとする。補助金の不交付を決定した場合についても、同様と

する。 

 （補助金の請求） 

第８条 補助該当者は、市長の定めるところにより、補助金の支払を請求できるものとす

る。 

 （決定の取消し） 

第９条 市長は、規則第１３条に定めるもののほか、補助該当者がこの要綱の規定に反し

たとき、その他補助金を交付することに不適当な事情があると市長が認めたときは、補

助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、別に定め

る。 

   附 則（令和７年３月１２日決裁） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、決裁の日（令

和７年３月１２日）から施行する。 

 （準備行為） 

２ 第６条第１項の規定による補助金の交付の申請のための準備行為その他の行為は、こ

の要綱の施行の日前においても行うことができる。 

 （失効） 

３ この要綱は、令和８年３月３１日（以下「失効日」という。）限り、その効力を失う。

ただし、失効日において第７条の規定により補助金の交付の決定を受けているものにつ

いての決定の取消し等の規定の適用については、失効日後もなおその効力を有する。 



 

別表（第２条、第５条関係） 

区分 補助対象 
１人当たり補助金額 

（年額） 

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス 

・ 介護老人福祉施設 

・ 介護老人保健施設 

・ 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特

定施設入居者生活介護、認知症対応型共同

生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護又は地域密着型特定施設入居

者生活介護を提供する事業所 
１４，０００円 

障
が
い
福
祉
サ
ー
ビ
ス 

・ 施設入所支援又は共同生活援助を提供す

る事業所 

・ 障害児入所施設 

備考 令和６年４月１日以後に、主に食材料費の物価高騰による影響を受けた食材料費に

係る利用者負担分の引上げを実施した事業所にあっては、その引上げ額に応じた金額を

補助金額から減額する。 


